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Ⅰ 計画の策定にあたって

１ 総合計画とは

（１）総合計画策定の趣旨
総合計画は、町がまちづくりを進めるにあたって、最も基本とする計画です。
本町は、昭和４８年度に「積丹町総合計画」を策定して以来、これまで４次にわたって総合

計画を策定し、まちづくりを進めています。
平成１４年度（２００２年度）から平成２３年度（２０１１年度）までを計画期間とした「第４次積丹

町総合計画」では、『自然や風景を大切に誇りのもてるまち』、『誰もが安心して楽しく暮ら
せるまち』、『生き生きと活気あふれるまち』を将来像として掲げ、各分野の取り組みを計画
的に進めてきました。
その間、国内では少子高齢化が進み、平成１７年（２００５年）には日本の総人口が減少しはじ

めた他、高度情報化や国際化の進展、地球環境問題が深刻化するなど、我が国を取り巻く環
境が変化する中で、地方自治体を取り巻く環境についても、国の「三位一体改革」による地
方財政の悪化や地方分権改革による地域の自主性・自立性が求められるなど、広い視野での
まちづくりが求められるようになりました。
また、社会経済は、平成２０年（２００８年）に発生した世界的な金融危機により景気の低迷が

長引く中、平成２３年（２０１１年）３月１１日に東日本大震災が発生し、未曾有の大規模災害から
の復興が日本全体の重要課題に位置づけられています。
このような中、「第５次積丹町総合計画」は、これまでのまちづくりの理念を継承するこ

とに加え、本町をとりまく時代の潮流に対応した新たな視点を導入した内容とし、積丹町が
目指す将来像を明らかにするとともに、その実現に向けて町民の皆さんとともにまちづくり
に取り組んでいく計画です。

（２）計画の名称
「第５次積丹町総合計画」

（３）総合計画の性格と役割
総合計画では、めざす町の姿をはじめ、その姿を実現していくための目標や取り組みなど

を示しており、本町はもとより、町外に向けても大きな役割を担うものです。
■本町のまちづくりの最も基本となる計画です
これからの１０年間のまちづくりやまちづくりの各分野で策定する計画の「最上位計画」と

なり、まちづくりに関する個別の施策・事業を進めていくうえで最も基本となる計画となり
ます。

■まちづくりの指針として、町民や民間団体、関係機関と共有し協働で推進していく計画で
す
行政が主体的に進める内容のほか、町民や民間団体、関係機関との連携や協力が必要な内

容も示しています。
町民や民間団体、関係機関に理解と協力を得ながら、まちづくりの指針として共有し、指

針に沿った取り組みをともに進めていくための計画となります。
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■本町のまちづくりを対外的に示す計画です
本町だけで実施する内容のほか、国や北海道、関係市町村と連携して取り組む内容や、国

や北海道に推進を要請する内容なども示しています。
それぞれの内容に対して本町が具体的にどのように考え、協力や連携を求めていくのか、

地域の自主性や自立性を基本とした本町のまちづくりの意思を対外的に示す計画となります。

（４）総合計画の構成と期間
第５次積丹町総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」で構成されています。
①基本構想～めざす姿、目標、基本的な取り組み方向を示したもの～
この計画期間内に本町がめざす姿（将来像）や目標、基本的な取り組み方向などを示し

ており、総合的かつ計画的な町政の運営を図るための基本的な指針です。
基本構想の計画期間は平成２４年（２０１２年）度から平成３３年（２０２１年）度までの１０年間と

します。

②基本計画～施策を示したもの～
基本構想で示した将来像や目標を実現していくため、必要な施策や行動を具現化するた

めの基本的な考え方を取り組み方向に沿って示しています。
基本計画の期間は、基本構想と同様に、平成２４年（２０１２年）度から平成３３年（２０２１年）

度までの１０年間としています。基本構想に比べてより具体的な方向性を示しており、社会
経済情勢の変化を踏まえて施策を進めていくことが必要なことから、中間時点である平成
２８年（２０１６年）度に前期５年分を評価し、必要により見直しを行うこととします。

③実施計画～事業を示したもの～
基本計画で示した施策を具体的に進めるための事業について、実施する事業内容などを

示しています。
事業の実施は、本町の財政状況及び国や北海道の動向によって、予算の配分や実施時期

などに影響を受けるため、はじめに、平成２４年（２０１２年）度から平成２６年（２０１４年）度ま
での第１期実施計画（３年間）を策定し、ローリング方式※により事業の評価・検証を行
いながら進行管理、必要な事業内容の見直しを行い、その後、同様に第２期実施計画（３
年間）、第３期実施計画（４年間）を策定、見直しながら計画を進めていくこととします。

ローリング方式：社会経済の変化に弾力的に対応し、計画と現実が大きくかい離することを防ぐため、毎年度修正や補完
などを行いながら計画を進めるやり方のことです。
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Ⅱ 計画策定の背景

１ 積丹町の現状

（１）立地条件・自然条件
本町は、後志管内、北海道の中央部から日本海に突き出た積丹半島の先端に位置し、南は

神恵内村、東は古平町、北及び西は日本海に面しており、総面積は、２３８．２１�、東西２４．１㎞、
南北１８．２㎞で、総面積の約８０％を林野面積が占め、地形は平野部が少なく、高さ１００ｍ余の
急峻で複雑な海岸線が連続しています。
半島の中央に位置する余別岳（標高１，２９８ｍ）、積丹岳（標高１，２５５ｍ）を源とする、美国

川、積丹川、余別川などの流域に集落が点在し、漁業集落と農業集落を形成しています。
役場所在地である美国町から小樽市までは約４３㎞、

札幌市までは約８２㎞の距離にあり、近年、国道２２９号
防災対策などによる道路整備により道央都市との至近
性が一層高まっています。
気候は、対馬海流の影響を受け北海道内では比較的

温暖ですが、冬は北西の季節風が強く、積雪も多く、
特別豪雪地帯に指定されています。
平成２２年（２０１０年）の年間平均気温は８．１℃、最高

気温は３２．５℃、最低気温は－１６．１℃。
平年値平均気温は７．５℃、平年値最高気温平均は

１１．７℃、平年値最低気温平均は３．２℃となっています。

（２）沿革
本町の歴史は、約４００年前の慶長年間（１５９６年～１６１５年）に松前藩の領地と定められてか

ら始まっています。
宝永３年（１７０６年）に美国、積丹両場所に運上屋が設けられると、両場所は次第に漁場と

して開発されるようになり、それに伴い人口も増加しました。
明治１３年（１８８０年）には美国郡戸長役場が小泊村に置かれ、積丹郡には日司村と来岸村に
戸長役場が設置されました。この頃、にしん漁が最盛期を迎えつつあり、海がニシンの群来
（くき）で銀色に染まり、千石場所として大いに栄えました。
明治３５年（１９０２年）に美国に町制、同３９年（１９０６年）に入舸、余別に村制が施行され、同

４２年（１９０９年）に美国町が、大正１３年（１９２４年）に余別村がそれぞれ１級町村に昇格し、昭
和３１年（１９５６年）に美国町、入舸村、余別村が対等合併し積丹町が誕生しました。
合併まもない昭和３５年（１９６０年）の国勢調査で人口は８，０７０人、世帯数は１，５４６世帯でした

が、にしん漁に依存していた沿岸漁業の衰退、離農や若年労働力の流出などにより人口が減
少し、平成２２年（２０１０年）の国勢調査では、人口２，５１６人、世帯数は１，１７５世帯となっていま
す。
なお、「積丹（しゃこたん）」という地名は、アイヌ語で「夏の集落」を意味する「シャッ

ク・コタン」が転訛したものと伝えられています。
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（資料：国勢調査）

（３）人口と世帯数
国勢調査による本町の人口の推移を見ると、昭和３５年（１９６０年）以降、調査の毎に人口は

減少を続けています。平成２年（１９９０年）、平成７年（１９９５年）、平成１２年（２０００年）からそ
れぞれ１０年間ごとの減少率をみると、２１．５％、２１．６％、２０．１％となっており、平成２年（１９９０
年）以降における１０年間ごとの減少率は、ほぼ同じ割合となっています。
世帯数は、昭和３５年（１９６０年）から平成２年（１９９０年）までは増減を繰り返しながら漸減

していますが、平成７年（１９９５年）以降は減少を続けています。平成２年（１９９０年）、平成
７年（１９９５年）、平成１２年（２０００年）からそれぞれ１０年間ごとの減少率をみると、１３．４％、
１１．６％、８．９％と減少の割合は鈍化しています。
一方、１世帯あたりの人員は減少を続け、平成２年（１９９０年）の２．７３人から平成１７年（２００５
年）は２．２７人となっています。これは、核家族化が進んでいる要因も考えられますが、本町
の場合は高齢者一人暮らし世帯の増加も要因と推察されます。

（資料：国勢調査）
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（資料：国勢調査）

年齢３区分別人口の推移をみると、老年人口（６５歳以上）が増加傾向の一方で、平成２年
（１９９０年）からの２０年間で生産年齢人口（１５～６４歳）は半減、年少人口（０～１４歳）は約６
割減少しています。
年齢３区分別の人口構成比は、平成２年（１９９０年）から平成２２年（２０１０年）までの２０年間

で、老年人口が２１．９％から４０．２％に拡大する一方、年少人口は１４．４％から８．７％となり、生
産年齢人口とともに縮小しています。
平成２２年（２０１０年）の年齢３区分別人口構成比を、北海道及び北後志地区の町村と比較す

ると北海道よりも老齢人口の構成比が高くなっており、少子高齢化の傾向が顕著に見られま
す。年少人口の構成比は、古平町がもっとも低く、次いで本町、生産年齢人口構成比は、神
恵内村が最も低く、次いで本町という状況になっています。

（資料：国勢調査）
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（資料：国勢調査）

（資料：国勢調査）

（４）産業
本町は、古くはにしん漁を中心とした沿岸漁業を基幹とし、農業とともに第１次産業を中

心として地域経済を支え発展してきました。
また、昭和３８年（１９６３年）、本町の急峻で入り込んだ海岸線を含む後志管内地域の優れた

自然環境が、ニセコ・積丹・小樽海岸国定公園として指定されたことにより、島武意海岸や
神威岬などの景勝地を訪れる観光客が増加し、観光業が第三の町の産業として成長しました。

■産業別就業人口
産業別就業人口の推移をみると、昭和６０年（１９８５年）から２０年間で第２次産業が半減し、

第１次産業は縮小していますが、第３次産業は横ばいです。
また、産業別就業人口割合の推移をみると、第１次産業及び第２次産業が縮小し、第３次

産業が拡大しています。
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（５）交通、主な施設
道路は、国道１路線、道道２路線、町道１５７路線の計１６０路線です。町内に鉄道はなく、民

間バスが小樽市、札幌市との間で運行されており町外とを結ぶ公共交通となっています。
子育て・教育・文化に関する施設は、保育所２カ所、子育て支援センター１カ所、小学校

４校、中学校１校があり、可動席（２１０席）とステージに音響・照明設備を備えた大ホール
などがある総合文化センターがあります。
医療や福祉に関する施設は、町立診療所と民間歯科診療所が１カ所あるほか、高齢者福祉

施設として、通所介護施設と高齢者の入所施設が併設された「エイジングステーションやす
らぎ」があります。
また、野塚地区の町営温泉「岬の湯しゃこたん」には多くの人が訪れ、都市住民との交流

や本町特産品の販売など、地域の振興・活性化の拠点となっています。
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Ｈ２年 Ｈ７年 Ｈ１２年 Ｈ１７年 Ｈ２２年 Ｈ２３年
職員数 ９６ ９６ ９３ ８２ ６３ ６５
うち特別職 ４ ４ ４ ４ ２ ３
うち一般職 ９２ ９２ ８９ ７８ ６１ ６２

（人）

※各年の職員数は当該年の４月１日現在 （資料：給与実態調査）

（６）行財政
本町の行政（役場）組織は、町長部局として７課１室と、出先機関として国民健康保険診

療所、保育所２カ所、子育て支援センター、支所２カ所、温泉施設などがあり、教育委員会
には２課と学校給食センターと海洋センターがあります。
町議会は、議会議員９名で、議会運営委員会、常任委員会２委員会（総務文教、産業建設）

と議会事務局が置かれています。また、議会事務局は、監査委員事務局を兼ねています。
農業委員会は、委員９名と事務局（農林水産課内）が置かれています。
町職員総数は、特別職３名を含め、平成２３年４月１日現在で６５名となっています。

【行政機構図（Ｈ２３．１０．１現在）】

【職員数の推移】
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平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率

地方交付税 １，６９０ ６０．８ １，９７７ ４８．２ ２，１７６ ４８．６ １，７４３ ６４．７ １，６７１ ３８．９

国・道支出金 ２２１ ７．９ ６４２ １５．６ ３９９ ８．９ １４８ ５．５ １，４２６ ３３．２

町 税 １７０ ６．１ １７１ ４．２ １７６ ３．９ １７８ ６．６ １６３ ３．８

町 債 １６９ ６．１ ７５４ １８．４ ７６１ １７．０ １４２ ５．３ ４５０ １０．５

そ の 他 ５３２ １９．１ ５６０ １３．６ ９７０ ２１．６ ４８４ １７．９ ５８７ １３．６

合 計 ２，７８２ １００．０ ４，１０４ １００．０ ４，４８２ １００．０ ２，６９５ １００．０ ４，２９７ １００．０

（百万円）

平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

町 民 税 ８８，８５３ ８８，５５５ ８４，８５２ ６３，６７１ ６２，３１４

固定資産税 ５７，７９４ ６２，６１６ ６４，４７０ ７０，４０１ ６７，７１３

軽自動車税 １，１８４ １，３９７ １，９３１ ２，７６４ ３，３５７

た ば こ 税 ２０，０９５ １８，２８２ ２３，７４５ ２２，０８６ １６，９７８

土地保有税 １，６８５ ４１１ ３０９ － －

入 湯 税 － － １，０２９ １８，９１５ １２，８４４

合 計 １６９，６１１ １７１，２６１ １７６，３３６ １７７，８３７ １６３，２０６

（千円）

本町の財政状況は、収入面では町税収入が少なく、地方交付税に依存する度合いが高いと
いう特徴があります。
支出面では、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）に補助費等と特別会計繰出金の占め

る割合が高く、財政構造上、政策的な経費のための財源を捻出しにくい硬直化した状況にあ
ります。
このような中、平成１３年度からの地方交付税収入の減少による厳しい財政運営の中、基金

積立金の取り崩しにより収支均衡を図るよう努め、また、平成１６年度からは財政健全化を目
指し、役場内における組織機構や事務事業の見直し、町民の皆さんとの協議、検討による診
療所入院病床の廃止、水道使用料や下水道使用料など各種使用料・負担金の引き上げ改定な
どに取り組みました。
こうした取り組みの最中、平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

が公布され、平成２０年度決算からは、単に一般会計のみならず、全会計を合わせた決算の状
況により財政状況が判断されることとなり、本町では国民健康保険事業特別会計で有する累
積赤字により、同法に基づく「財政再生団体」或いは「早期健全化団体」への指定が危惧さ
れる状態となりました。

それまで行ってきた財政健全化への取り組みに加え、職員人件費削減、特別職報酬及び議
員・各種委員報酬引き下げなどを実施。また、国の地方分権或いは地方への配慮による地方
交付税の増額などの様々なプラス要因により幸いにも法指定団体となることは無く、累積赤
字解消については、平成２２年度をもって完了しましたが、今後の財政運営の教訓として、財
政健全化に生かしていかなければなりません。
しかし、累積赤字解消を図るために費やした７年の間に、基金積立金残高などにおいて、

後志管内他町村との財政的な格差が生じており、今後も、健全な財政運営と財政基盤確立を
図らなければなりません。

○一般会計・歳入決算額の推移

○町税税目別内訳

Ⅱ 計画策定の背景

１１

は
じ
め
に



平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成２２年度

決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率 決算額 構成率

義務的経費 ９６１ ３５．９ １，２４５ ３１．８ １，６１８ ３７．８ １，１０２ ４２．２ ８３６ ２０．３

人 件 費 ５９４ ２２．２ ６７３ １７．２ ５７４ １３．４ ５３３ ２０．４ ４６０ １１．２

扶 助 費 ３７ １．４ ９８ ２．５ ４９ １．１ ７１ ２．７ ９４ ２．３

公 債 費 ３３０ １２．３ ４７４ １２．１ ９９５ ２３．２ ４９８ １９．１ ２８２ ６．９

建設事業費 ７００ ２６．２ １，４４７ ３７．０ １，２７６ ２９．８ １６０ ６．１ １，５３２ ３７．２

その他経費 １，０１５ ３７．９ １，２２３ ３１．２ １，３８７ ３２．４ １，３４８ ５１．６ １，７４５ ４２．４

物 件 費 ３０７ １１．５ ４１５ １０．６ ４４０ １０．３ ４１４ １５．９ ３４６ ８．４

補助費等 ２１５ ８．０ ２８２ ７．２ ３０１ ７．０ ２８２ １０．８ ３１６ ７．７

維持補修費 ６２ ２．３ ８４ ２．１ １１６ ２．７ １１２ ４．３ １０６ ２．６

繰 出 金 １５０ ５．６ １９７ ５．０ ３４４ ８．０ ４２７ １６．４ ６４１ １５．６

そ の 他 ２８１ １０．５ ２４５ ６．３ １８６ ４．３ １１３ ４．３ ３３６ ８．２

合 計 ２，６７６ １００．０ ３，９１５ １００．０ ４，２８１ １００．０ ２，６１０ １００．０ ４，１１３ １００．０

（百万円）

（％）

○一般会計・歳出決算額（性質別）の推移

○財政健全化判断比率の推移

国の基準 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度
実 質 赤 字 比 率 １５．００ － － － －
連結実質赤字比率 ２０．００ ４１．７８ ３２．５４ ５．５９ － －
実質公債費比率 ２５．００ ６．６ ６．７ ５．４ ４．９
将 来 負 担 比 率 ３５０．００ １４９．８ １１８．７ ９４．２ ９３．０
※国の基準は「早期健全化基準値」。法律に基づく公表は「Ｈ１９年度」から。「Ｈ１８年度」数値は参考数値。
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２ 時代の潮流

計画策定の背景には、次のような町を取り巻く時代の流れがあります。

■少子化と高齢化が急速に進んでいます
平均寿命が伸びる一方、出生率の低下により、全国的に少子化、高齢化が急速に進んでい

ます。
このままの状態で少子化、高齢化が進むと、労働力人口の割合が下がることとなり、日本

の総生産が減少し、さらには現状の社会保障制度の維持が難しくなることなどが懸念されて
います。
交通や医療・買い物などの利便性が低い地域では、高齢化とともに日常生活の維持に不安

を持つ人が増えています。
核家族や高齢者世帯が増え、子育てや老後・介護への不安を抱える人が増えています。過

疎化により、コミュニティ機能の低下、さらには行政サービスの維持が厳しくなってきてい
る地域も見られます。

■一人ひとりの価値観が多様化しています
「ものの豊かさ」よりも「心の豊かさ」を重視する人が増え、安らぎや心の健康への関心
が高まっています。
「早さ、便利さ」だけを追求せず、「じっくり、ゆっくり」の良さも見直され、“スローラ
イフ※”“スローフード※”という言葉も定着しつつあります。その結果、便利で快適な都市
生活より、豊かな自然や美しい風景に包まれながらのんびり生活したいという新たな価値観
を求めて、地方に移住する人も現れています。

■食や防災などの観点から「安全・安心」が望まれています
健康づくりの基本として食への関心が高まり、「食育」の取り組みも進んでいます。多く

の食料を海外輸入に頼っている日本では、自給率の向上が課題となるとともに、地産地消の
大切さが見直されています。食料生産基地としての北海道には、安全・安心で安定した食の
供給が期待されています。
さらに、東日本大震災により、日頃からの防災への意識と災害発生時の対応の重要性が改

めて認識され、大規模災害などへの備えを始めとする防災体制の強化や立地、人口構成など
各地域の実情にあった防災・減災対策が求められています。

■国際化や情報通信技術進展が、生活や経済に大きな影響を与えています
高度情報通信技術の進展、交通ネットワークの拡充などにより、人や物、情報が活発・瞬

時に世界を行き交っています。
経済活動においても国際化の流れが進み、市場が全世界に拡大する一方、競争相手も範囲

が拡大し、激化しています。
グローバル化※が進むことによって、国境を越えた連携や相互支援が行われるようになる

一方、エネルギーや食料、水資源などの獲得競争が起きています。
インターネットや携帯電話の普及、地上デジタル放送の開始など、高度な情報通信技術が

進展しています。これらの技術が様々な分野で利用されるようになり、日常生活や経済活動
に利便性をもたらしていますが、その一方で悪用されるケースも増加しています。
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また、情報通信技術を使える人と使えない人との間に、「情報格差※」が生じています。

■環境保全に向けた転換が急務となっています
地球温暖化の抑制が地球全体の課題となり、環境負荷の軽減に向けた取り組みが、全世界

で求められています。
国では、石油や石炭、原子力に代わるエネルギーの利用や、エネルギー消費の抑制、省エ

ネルギーに向けた取り組みが課題となっています。
また、大量生産・大量消費・大量廃棄で成長してきた経済やライフスタイルを見直そうと

いう人が増えています。

■地域の自主性や自立性を高めていくことが求められています
国から都道府県、都道府県から市町村へと、権限が譲り渡される「地方分権」が進み、今

まで以上に、地域の自主性や自立性が求められています。
それぞれの地域が責任を持ち、自分たちの地域づくりを主体的に考え、自ら実行していく

姿勢が重要になっています。
国の財政状況が厳しさを増す中、地方においても人口と財源が減少し、限りある体制〈職

員〉と財源で、行政サービスを提供し、まちづくりを進めていく経営能力が一層必要とされ
ています。
これに伴い、行政と町民の間でも、互いを補完し合い、地域の課題を解決していく“協働”

の重要性が高まっています。

スローライフ：時間に追われずに、余裕をもって人生を楽しもうという概念、あるいはこの概念に沿っ

た生活様式のこと。

スローフード：その土地の伝統的な食文化や食材を見直す運動、またはそういった食品そのものを指し

ます。

グローバル化：政治・経済、文化など、様々な側面において、従来の国家・地域の垣根を越え、地球規

模で資本や情報のやり取りが行われること。

情 報 格 差：情報通信技術を使える人は多くの情報を早く得ることができ、使えない人は情報を得る

量が少なくスピードが遅いため、生まれる差のこと。
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３ まちづくりアンケート調査

町民の皆さんのまちづくりへの意識を把握する目的で、平成２３年３月に無作為に抽出した１８
歳以上の町民５００名を対象として「積丹町まちづくりアンケート」（回答数３９９名、回収率
７９．８％）を実施しました。

①暮らしの満足度と重要度
住民アンケート調査では、暮らしに関する各項目についての「満足度」と「重要度」を質

問し、加重平均値で比較しました。（１７ページ参照）
「消防・救急の体制」、「自然環境の保護」や「ごみの収集」の生活環境項目について満足
度も重要度も高い結果となっていますが、「病院・診療所等の医療環境」と「道路や歩道の
除排雪」、「自然災害などへの対策」については、満足度が低く重要度が高いという結果となっ
ています。
また、「観光地としての魅力づくり」、「水産業の振興」、「農業の振興」、「企業誘致や企業

活動の支援」や「商業の振興」について、満足度が低く重要度が高い結果となっています。
性別、年代別に分析すると、満足度が低く重要度が高い項目については、性別、年代に関

係なく同じ傾向の結果となっており、「医療環境」、「除排雪体制」、「産業振興」についての
改善が求められています。

満足度と重要度で改善が望まれる項目
「病院・診療所等の医療環境」、「道路や歩道の除排雪」、「産業振興」
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暮らしの満足度と重要度（住民アンケート・加重平均値）

【加重平均での比較】
満足度と重要度、それぞれの加重平均値※を算出して比較すると、満足度も重要度も高い

ものとして「消防・救急の体制」や「自然環境の保護」、満足度が低いが重要度が高いもの
として「病院・診療所等の医療環境」や「道路や歩道の除排雪」などが位置づけられていま
す。

※「加重平均値」とは、回答者数によって平均値を算出した数値です。算出方法は次の通りです。

【満足度の算出】

｛（「満足」×２）＋（「やや満足」×１）＋「（普通）×０）＋（「やや不満」×－１）＋（「不満」×－

２）｝÷回答者数

【重要度の算出】

｛（「重要」×２）＋（「やや重要」×１）＋（「普通」×０）＋（「あまり重要ではない」×－１）＋（「重

要ではない」×－２）｝÷回答者数
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②積丹町のイメージ
「町のイメージ」については、「美しいまちである」という結果が高く、次に「住民同士ふ
れあいや連帯感があるまちである」が続きます。反対に、「便利なまちである」、「活気のな
いまちである」についてはマイナスイメージが強くなっています。
性別での比較では、「住民同士ふれあいや連帯感があるまちである」について男性の方が

肯定的で、年代別では７０代が全体的に肯定的な結果となっています。

町のイメージ 「美しいまちである」

③積丹町の住み良さ、定住意向
「住み良さ」は、約４割が住み良さを評価しています。性別では、男性が、年代別では６０
代が住み良さを評価しています。４０代で「住みよい」の回答者がなく、「どちらともいえな
い」が半数を占めているのが特徴です。
「定住意向」は、約６割が積丹町内に住み続けたいとしています。
一方、「町外に移りたい」とした理由は、「買い物や娯楽などの場が少なく、不便だから」、

「医療や福祉面が不安だから」となっています。

住み良さ・定住意向
「住み良く、これからも暮らし続けたい」という意向は多いが、課題（「買い物や娯楽
などの場が少なく、不便だから」、「医療や福祉面が不安だから」）もある
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～ 老後の暮らしの不安と高齢者福祉への要望 ～
「老後の暮らしの不安」は、「年金など生活費を得ることができるか」、「今の場所に住み続
けられるか」、「身の回りのことが自分でできるか」が、年代・性別に関係なく高い割合となっ
ています。
「高齢者福祉の重点施策」は、「自宅での生活が難しくなった時、入居できる場の充実（特
別養護老人ホーム、グループホーム）」を望む回答が多く、「一人で生活する高齢者を支える
サービス（在宅福祉サービス）を充実する」、「高齢者にやさしい、福祉の心を町全体に広げ
る」が続きます。
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④町の将来像
「町の将来像」については、「農林漁業や商工業に活力があるまち」、「健康で安心して暮ら
せるまち（保健・福祉の充実したまち）」を望む回答が多くなっています。
男性は「農林漁業や商工業に活力があるまち」、女性は「健康で安心して暮らせるまち（保

健・福祉の充実したまち）」を第１位にあげています。
年代別では、「農林漁業や商工業に活力があるまち」は３０代から６０代の年代で、「健康で安

心して暮らせるまち（保健・福祉の充実したまち）」は５０代から７０代からの割合が高くなっ
ています。

望む町の将来像
「農林漁業や商工業に活力があるまち」、
「健康で安心して暮らせるまち（保健・福祉の充実したまち）」
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～ 観光・交流の重点 ～
「観光や交流について、今後どのようなことに力を注ぐべきだと思いますか」について、「海
浜や漁業、海産物など、海を活かした観光を進める」と「自然が魅力となるよう、自然環境
の保護や景観の向上に努める」と答える割合が５割を超えており、「滞在型の観光が広がる
ようにする（宿泊や体験型観光を楽しむ人を増やす）」、「魅力ある土産品や料理を開発する」
が続きます。
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⑤まちづくりや町民参加について
「行政運営（まちづくり）や町民参加」については、「まちづくりに関心がある」と回答し
た方が、「そう思う」、「やや思う」で約７割と高い割合を示しています。性別では男性が、
年代別では５０代、６０代が高い割合となっていますが、４０代が、２０代、３０代よりも低い割合と
なっているのが特徴的です。
「まちづくりに意見を言う機会は充実している」、「まちづくりに関する情報提供は充実し
ている」などは、「あまり思わない」、「そう思わない」と回答した割合が６割を超えていま
す。
また、「まちづくりに意見を言う機会に参加したい」とする回答は約４割となっています。

まちづくりへの参加
まちづくりに関心があり、参加の機会が不十分と感じている反面、実際の参加には消

極的

Ⅱ 計画策定の背景

２３

は
じ
め
に



４ 積丹町の課題

本町の現状、時代の潮流やまちづくりアンケート結果などから、これからのまちづくりにお
ける課題を整理し示します。

①安心して住み続けられる生活環境づくりへの取り組み
住み慣れた地域で暮らし続けたいと思う一方で、高齢化が進むにつれ、買い物や通院、除

雪の面で、住み続けていくことに不安を抱く人が増えています。高齢者のひとり暮らし世帯
や高齢者のみの世帯は確実に増加しており、それらの世帯を支える体制が求められています。
また、保育サービスや生涯学習の充実などにより、次代を担う子どもを、豊かな優れた自

然と地域の温かい見守りの中でのびのびと育てることができるよう、子育て世帯を支える体
制が求められています。
医療、保健福祉、除排雪、公共交通確保など、子どもから高齢者までが健康で安心して住

み続けられるよう、生活を支える体制と環境を整えることが必要です。

②産業の連携による地域活性化への取り組み
漁業と農業については、国際化や価格の低迷などの厳しい経営環境の下、経営の努力が続

けられていますが、高齢化や後継者不足などにより就業者数は減少しており、活力の向上が
求められています。
商工観光業は、神威岬や日本の渚百選に選定された島武意海岸など国定公園に指定された

海岸線の景勝や、水中展望船による海上遊覧、プレジャーボートやダイビングといった海洋
レクリーション・マリンスポーツなど、夏を中心として多くの観光客が訪れていることから、
春・秋季についても、誘客を図る取り組みが行われています。
物産については、「生うに」が積丹町の夏を代表するブランド商品となり、多くの観光客

が新鮮な味覚を堪能しに本町を訪れています。
このように安全で安心な水産物と農産物を生産、供給している漁業、農業の魅力と、優れ

た景勝地の美化と環境保全を図り訪れる人へ感動を提供している観光地としての魅力を活か
し、漁業・農業と商工観光業の連携による６次産業化※を図り、産業間の相乗効果により地
域活性化を目指すことが必要です。

③町を支える人口確保への取り組み
近年の本町の人口動態の推移をみると、出生と転入による人口異動より死亡と転出による

人口異動が多いことから、人口減少が続いています。
少子高齢化から、６５歳以上の高齢者割合は、平成２３年３月末で現在全道平均の２４．６％を上

回り４０％を超えるなど年齢構成の偏りが大きくなっています。
町としての機能を維持し、住民がこれからも安心して暮らしていくには、一定程度の人口

規模の町であることが必要であることから、現在住んでいる住民の定住意識を高めるととも
に、若年層を含めた町外からの移住による人口の確保に向けた取り組みが必要です。
本町には、大量の雇用を生み出す工場などはありませんが、豊かな自然と子どもから高齢

者までが安心して住み続けられる生活環境の整備、産業の連携による地域活性化により、定
住人口を確保していくことが必要です。
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④住民と行政がつながりを深めたまちづくりへの取り組み
国の地方分権改革推進計画の推進よる、地方公共団体の自由度の拡大を図るための措置や

地方公共団体への義務付けの撤廃など、地方公共団体はこれまで以上に地域づくりを主体的
に考え、自ら実行していく姿勢が求められます。
国における財政赤字の状況や東日本大震災に係る復興財源の確保対策、国際的な金融危機

問題など社会情勢が厳しい状況にあり、町の財政規模は今後一層の縮減傾向となることが予
想されます。
自主自立による持続可能な町の行財政運営を目指すとき、町独自の補助金による支援のあ

り方、使用料や行事などの見直しについての検討を行わなければいけません。見直しの対象
となる補助金や使用料は、住民の生活に深く関わる部分の多いことから、住民に現状の理解
と対応に対する協力を求めることが必要です。
また、住民と行政が、情報を共有し、意見を交換し合い、お互いを理解し信頼することに

よりつながりを深め、まちづくりに取り組むことが必要です。

⑤町の立地条件等を踏まえた防災・減災対策への取り組み
本町は、積丹半島の先端に位置し、急峻な崖が入り込む特有の地形の海岸線に集落が点在

しており、町内の主要幹線は国道２２９号と道道２路線で、隣接する古平町と神恵内村を結ぶ
道路は国道２２９号のみという条件下にあり、これらの国道や道道が寸断されると集落あるい
は町全体が孤立する可能性が大きい立地条件にあることから、近年多発している集中豪雨や
河川増水などの自然災害に対応するため、防災・減災対策及び外部関係機関との受援体制の
連携強化に努めています。
また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、津波災害と原子力発電所事故災害に

より、東北地方などにこれまでにない甚大な被害を与えるとともに、日本経済に深い傷跡と
これまでの危機管理、防災計画に警鐘を鳴らすこととなりました。
本町は、原子力発電所事故の防災対策重点実施地域の拡大見直しによる半径３０キロ圏域に

含まれることとなることから、今後は、北海道における津波避難計画及び原子力防災計画の
見直しを踏まえた対応への取り組みと、国及び北海道の各機関、電力及び通信などの関係機
関や他市町村との連携を踏まえたより一層の防災・減災対策が必要です。

６次産業化：６次産業とは、農業や水産業などの第一次産業が食品加工・流通販売にも業務展開してい

る経営形態を表した造語。また、このような経営の多角化を６次産業化と呼ぶ。

Ⅱ 計画策定の背景
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